
公益財団法人 朝鮮奨学会

2013年度（平成25年度）事業計画書

2012年8月1日、本財団は公益財団法人へ移行した。

本財団の主要財源である本館ビルの空室率は前年度期首の16.5％から4.6％に改善した。

移行後の新年度を迎えるに当たり、上の実績を踏まえて奨学生人数を若干増加する。

１．奨学金給付事業

奨学生種類別の月額給付金額、人数、年間支給予定額は、下表のとおりである。

大学奨学生、大学院奨学生の各課程の人数を前年度より５名増（計15名増）とする。

年度支給予定額は前年度予算比で810万円増。

奨学生の種類 月額(円) 人数(人) 年度支給予定額(円)

高等学校奨学生 10,000 950 114,000,000

大学奨学生 25,000 635 190,500,000

大学院奨学生
修士・専門職課程 40,000 55 26,400,000

博士課程 70,000 45 37,800,000

合 計 1,685 368,700,000

奨学生募集については全国の高校・大学に募集要項を送付し、本財団ホームページ及び

会報誌による広報等を通して周知する。

奨学生選考は書類審査及び必要に応じて面接審査を実施し、選考委員会において行う。

奨学金給付は年３回、奨学生個人の口座へ４カ月分ずつ振り込む。

２．学生支援及び学術奨励事業

１）奨学生相互の交流と親睦をはかり、また知識教養の向上のため、次の行事を開催する。

・奨学生歓迎会(6～7月)  ・母国語講座(8月、3月)  ・交流会、懇談会(9～10月)

・講演会、教養講座(12～1月)  ・卒業生歓送会(2～3月)

・高校奨学生サマーキャンプ(8月)  ・高校奨学生文化祭(12月)

２）大学院奨学生間の学術交流及び情報交換の場として、大学院奨学生懇談会を開催し研究

紹介を行う(10月)。

３）奨学生等から希望があれば本財団所有の民族楽器、民族衣装、視聴覚資料等を貸し出す。

３．会館の運営

本財団の奨学事業財源である新宿「本館ビル」、代々木「別館ビル」、「関西奨学会館

ビル」の安定した収益確保に努める。竣工より47年が経過した本館ビルの将来の建替に備

え、引き続き減価償却引当資産と預り保証金・敷金を積み増す。

本館ビル建物の４分の１共有持分権に関して共有物分割請求訴訟の一審判決が出ており

(2013年2月8日)、本財団はこれを取得する方針である。

４．その他の事業

１）図書室の運営

２）会報誌「セフルム」発刊

以 上



（単位：円）

(公1） (収1）
Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１.経常増減の部
　　（1）経常収益
　　　基本財産運用益 400,000 400,000
　　　　　基本財産受取利息 400,000 400,000
　　　特定資産運用益 3,619,000 3,619,000
　　　　　特定資産受取利息 3,619,000 3,619,000
　　　事業収益 1,087,245,000 1,087,245,000

　不動産賃貸事業収益 1,087,245,000 1,087,245,000
　　　雑収益 1,700,000 95,000 1,795,000
　　　　　受取利息 200,000 200,000
　　　　　雑収益 1,500,000 95,000 1,595,000
　　経常収益計 2,100,000 1,090,959,000 0 0 1,093,059,000

　　（2）経常費用
　　　事業費
　　　　役員報酬 26,080,000 2,445,000 28,525,000
　　　　給料手当 74,780,000 7,470,000 82,250,000
　　　　臨時雇賃金 1,500,000 0 1,500,000
　　　　役員退職引当金繰入額 1,600,000 150,000 1,750,000
　　　　退職給付費用 3,045,000 180,000 3,225,000
　　　　福利厚生費 14,475,000 1,385,000 15,860,000
　　　　会議費 1,850,000 38,000 1,888,000
　　　　会場費 2,300,000 0 2,300,000
　　　　旅費交通費 9,580,000 750,000 10,330,000
　　　　通信運搬費 3,860,000 344,000 4,204,000
　　　　減価償却費 4,188,000 58,060,000 62,248,000
　　　　消耗什器備品費 900,000 750,000 1,650,000
　　　　消耗品費 2,190,000 900,000 3,090,000
　　　　保守修繕費 990,000 14,700,000 15,690,000
　　　　印刷製本費 2,360,000 0 2,360,000
　　　　光熱水料費 450,000 128,116,000 128,566,000
　　　　賃借料 180,000 0 180,000
　　　　家賃・共益費 1,552,000 0 1,552,000
　　　　保険料 140,000 2,453,000 2,593,000
　　　　諸謝金 1,020,000 0 1,020,000
　　　　租税公課 5,213,000 147,059,000 152,272,000
　　　　支払奨学金 369,200,000 0 369,200,000
　　　　保守管理委託費 0 95,075,000 95,075,000
　　　　野外活動費 4,210,000 0 4,210,000
　　　　支払手数料 750,000 1,425,000 2,175,000
　　　　新聞図書費 1,390,000 0 1,390,000
　　　　記念品費 250,000 0 250,000
　　　　諸会費 0 118,000 118,000
　　　　渉外費 300,000 600,000 900,000
　　　　雑費 880,000 350,000 1,230,000
　　事業費計 535,233,000 462,368,000 0 0 997,601,000
　　　管理費
　　　　役員報酬 3,260,000 3,260,000
　　　　給料手当 5,530,000 5,530,000
　　　　役員退職引当金繰入額 200,000 200,000
　　　　退職給付費用 215,000 215,000
　　　　福利厚生費 1,195,000 1,195,000
　　　　会議費 50,000 50,000
　　　　旅費交通費 2,120,000 2,120,000
　　　　通信運搬費 110,000 110,000
　　　　減価償却費 352,000 352,000
　　　　消耗什器備品費 100,000 100,000
　　　　消耗品費 170,000 170,000
　　　　保守修繕費 110,000 110,000
　　　　光熱水料費 50,000 50,000
　　　　賃借料 20,000 20,000
　　　　家賃・共益費 170,000 170,000
　　　　保険料 10,000 10,000
　　　　諸謝金 10,000,000 10,000,000
　　　　租税公課 500,000 500,000
　　　　支払手数料 50,000 50,000
　　　　新聞図書費 10,000 10,000
　　　　印刷製本費 0 0
　　　　渉外費 2,500,000 2,500,000
　　　　雑費 50,000 50,000
　　管理費計 0 0 26,772,000 0 26,772,000
　　　経常費用計 535,233,000 462,368,000 26,772,000 0 1,024,373,000
　　　評価損益等調整前当期経常増減額 -533,133,000 628,591,000 -26,772,000 0 68,686,000
　　　基本財産評価損益等
　　　特定資産評価損益等
　　　評価損益等計
　　当期経常増減額 -533,133,000 628,591,000 -26,772,000 0 68,686,000

　２.経常外増減の部
　　（1）経常外収益
　　　経常外収益
   　経常外収益計
　　(２)経常外費用
　   経常外費用計
   　当期経常外増減額 0 0 0 0 0
　   他会計振替額 533,133,000 -559,905,000 26,772,000 0
　   税引前当期一般正味財産増減額 0 68,686,000 0 0 68,686,000
　　 法人税、住民税及び事業税 27,000,000 27,000,000
　   当期一般正味財産増減額 0 41,686,000 0 0 41,686,000

2013年度収支予算書(正味財産増減ベース）
平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで

科目
公益目的
事業会計

収益事業等会計
法人会計 内部取引消去 合計



資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類
（平成 25 年 4 月 1 日から平成 26 年 3月 31 日まで）

１ 資金調達の見込みについて

当事業年度における借入れの予定なし。

２ 設備投資の見込みについて

事業名 設備投資の内容 支出予定額
取得資金の使途又は

資金調達方法

公益目的事業他 コピー機 １，０００千円 流動資産より支出

公益目的事業他 会計ソフト ５００千円 流動資産より支出

収益事業他
中央監視装置の更新

費用
７，９６４千円

ﾋﾞﾙﾘﾆｭｰｱﾙ引当資産

の取崩し及び流動資

産により支出


